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令和２年度（2020年度）茨城県県民経済計算推計結果等の概要
茨城県政策企画部統計課　企画分析グループ

１　はじめに

県民経済計算は、県内の１年間の経済活動を「生産」、「分配」、「支出」の３面から計測することに

より、経済規模や経済成長率、産業構造、所得水準など、県経済の実態を明らかにする地域経済の総

合指標で国民経済計算（いわゆるGDP統計）の都道府県版にあたるものです。

そして、市町村民経済計算は、この県民経済計算の計数を項目別に県内市町村に按分することで市

町村単位の経済の実態を明らかにする統計です。

令和５年５月に「令和２年度（2020年度）茨城県県民経済計算」と「令和２年度（2020年度）茨

城県市町村民経済計算」を公表しましたので、これらの指標により茨城県や県内市町村の経済の概要

や特徴について紹介します。

２　令和２年度（2020年度）茨城県県民経済計算について

　茨城県における令和２年度の主な指標の数値は次のとおりです。

ここで用語を説明しますと、「県内総生産（名目）」は、県内の経済活動によって生産された付加価

値の総額で、その県の名目GDP（Gross Domestic Product）に相当します。GDPが国の経済規模を

表すのと同様に、県内総生産はその県の経済規模がどれぐらいの大きさかを表し、他県や外国と経済

の規模や構造を比較することができます。

「名目経済成長率」は、県内総生産（名目）の対前年度増加率のことで、「実質経済成長率」はその

名目経済成長率から物価変動要素を取り除いたものです。経済成長率は、その国や地域の景気や経

済の強弱を測る指標として使われ、一般的に実質経済成長率が重視されます。

「県民所得」は県内に居住（所在）する個人と法人への所得分配額で、雇用者報酬、財産所得、企

業所得を合計したものです。

「１人当たり県民所得」は県民所得を総人口で割ったもので、所得水準の都道府県間比較の指標と

して使われます。ただし、ここでの“県民”は個人だけでなく、企業などの法人も含まれていますの

で、この指標が個人の所得水準を直接表すわけではありません。

国の豊かさや所得水準を国際比較する際に使われる「１人当たりGDP」に近い考え方のものであ

ることに注意が必要です。

（前年度    　１４兆4,842億円）１3兆7,713億円県内総生産（名目）

（　同　      　      －1.9％）－2.2％名目経済成長率

（　同　     　       －2.3％）－3.3％実質経済成長率

（　同        ９兆4,603億円）８兆8,823億円県民所得

（　同 　　　 ３28万６千円）３09万８千円１人当たり県民所得
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●　実質経済成長率

令和２年度の茨城県の実質経済成長率は－3.3％で２年連続のマイナスとなりました。

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により４月に緊急事態宣言が発出され、経済活動

の抑制や外出自粛などがあり、海外でも感染拡大防止策としてのロックダウンが実施され、内需、外

需ともに大きく下押しされ、茨城県内では、宿泊・飲食サービス業、運輸・郵便業、卸売・小売業な

どの産業で総生産が減少しました。

※ 国の実質経済成長率：「2021年度（令和３年度）国民経済計算年次推計」（内閣府）より

●　産業構造の特徴

県内総生産（名目）の経済活動別構成比は、その県の産業構造を表しますので、産業ごとにどれぐ

らいの規模か、県経済に占める割合がどれぐらいか、を見ることができます。

表　茨城県の経済活動別県内総生産（名目）

令和２年度

項　　目

構成比
対前年度
増加率

実数

％％億円

2.00.5 2,743  １. 農林水産業

0.1－5.2 76  ２. 鉱業

33.5－0.8 46,113  ３. 製造業

3.62.2 4,946  ４. 電気・ガス・水道・廃棄物処理業

5.01.5 6,943  ５. 建設業

7.1－6.6 9,775  ６. 卸売・小売業

4.2－13.6 5,739  ７. 運輸・郵便業

1.2－37.0 1,625  ８. 宿泊・飲食サービス業

2.10.8 2,899  ９. 情報通信業

2.4－2.2 3,28010. 金融・保険業

9.31.0 12,75811. 不動産業

11.50.6 15,85312. 専門・科学技術、業務支援サービス業

3.8－0.8 5,21213. 公務

3.20.1 4,44014. 教育

7.1－0.1 9,79115. 保健衛生・社会事業

3.5－10.3 4,86116. その他のサービス

99.5－2.2 137,054小　　　　　計

1.8－0.3 2,436輸入品に課せられる税・関税

1.3－0.4 1,778（控除）総資本形成に係る消費税

100.0－2.2 137,713県内総生産

2.00.5 2,743第１次産業

38.6－0.5 53,132第２次産業

58.9－3.4 81,180第３次産業

　茨城県は、「製造業」の割合が最も高く県

内総生産の３割以上を占めています。

　また、つくば市に研究機関が集積してい

ることから「専門・科学技術、業務支援サー

ビス業」が２番目に高い割合を占めています。
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　〔特化係数〕

茨城県の産業構造を特化係数でみると、全国の産業構造と比べて「農林水産業」、「製造業」、「専門・

科学技術、業務支援サービス業」の比重が高いことを示しています。

特化係数：県の経済活動ごとの総生産構成比を国と比較し、国から見た相対的な経済活動構成比の

大きさを表す指標

■計算式　特化係数 ＝ 県（県内総生産（名目））の構成比÷ 国（国内総生産（名目））の構成比

●　県民所得

茨城県の県民所得は３年連続

で減少しました。

項目別では、雇用者報酬、財

産所得、企業所得、いずれも対

前年度で減少しました。

令和２年度の１人当たり県民

所得は２年連続で減少しました。

なお、国（１人当たり国民所

得）の水準を６年連続で上回っ

ています。
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３　令和２年度（2020年度）茨城県市町村民経済計算について

市町村別では、経済規模（市町村内総生産（名目））が最も大きいのはつくば市、次いで水戸市と

なっています。また、実質経済成長率は県内44市町村のうち36市町村がマイナスとなりました。

１人当たり市町村民所得ではつくば市が最も高く、次いで神栖市となっています。

　表　令和２年度推計結果の概要（市町村別、地域別）

　１人当たり市町村民所得の市町村間のばらつきを変動係数でみると、市町村間の格差は３年連続

で縮小しています。

　【出典】　令和２年度（2020年度）茨城県県民経済計算（茨城県政策企画部統計課）

　　　　　令和２年度（2020年度）茨城県市町村民経済計算（茨城県政策企画部統計課）
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変動係数とは、標準偏

差を平均で割ったもので、

この数値が大きいほどば

らつき（格差）が大きい

ことを示しています。

１人当たり
市町村民
所得

（千円）

市町村民
所得

（億円）

実質経済
成長率

（％）

名目経済
成長率

（％）

市町村内
総生産
（名目）
（億円）

3,313 8,968 －3.4 －3.2 12,656 水戸市

3,014 5,259 2.4 3.2 8,989 日立市

3,054 4,339 －8.0 －7.1 6,599 土浦市

3,215 4,480 －0.5 0.4 10,089 古河市

2,803 2,048 －0.9 0.3 2,913 石岡市

2,922 1,480 －4.0 －3.0 2,085 結城市

2,794 2,135 －14.2 －13.7 2,680 龍ケ崎市

3,002 1,277 －3.8 －2.9 1,884 下妻市

3,045 1,852 －5.5 －4.1 3,304 常総市

2,612 1,269 －2.5 －2.1 1,219 常陸太田市

2,607 722 －4.4 －4.3 1,153 高萩市

2,825 1,181 2.1 4.0 1,984 北茨城市

2,698 1,974 －4.4 －3.6 2,573 笠間市

2,729 2,852 －0.8 －0.0 3,493 取手市

2,887 2,444 4.6 5.1 2,472 牛久市

3,770 9,111 －1.6 －1.0 14,612 つくば市

3,109 4,868 －8.8 －8.6 7,305 ひたちなか市

3,002 2,010 －16.7 －13.9 2,734 鹿嶋市

2,644 730 －5.1 －3.8 805 潮来市

3,499 2,394 －6.5 －5.7 2,867 守谷市

2,692 1,057 17.2 17.9 1,907 常陸大宮市

2,674 1,431 －2.0 －1.6 1,532 那珂市

2,976 2,998 －0.2 1.0 4,486 筑西市

3,180 1,662 －0.6 －0.1 2,966 坂東市

2,827 1,104 －0.2 1.4 1,636 稲敷市

１人当たり
市町村民
所得

（千円）

市町村民
所得

（億円）

実質経済
成長率

（％）

名目経済
成長率

（％）

市町村内
総生産
（名目）
（億円）

2,900 1,163 －19.0 －17.4 1,575 かすみがうら市

2,709 1,060 －2.7 －1.6 1,210 桜川市

3,759 3,588 －3.4 0.2 8,409 神栖市

3,112 1,002 －7.0 －6.3 1,102 行方市

3,175 1,459 －2.1 －1.4 1,549 鉾田市

3,253 1,623 －6.3 －5.6 2,456 つくばみらい市

3,000 1,466 －5.3 －3.7 2,298 小美玉市 

2,819 885 －3.8 －2.3 1,423 茨城町

3,068 482 －4.9 －4.0 929 大洗町

2,521 456 6.6 7.6 519 城里町

3,682 1,395 －1.2 3.3 3,790 東海村

2,404 378 －6.3 －6.0 493 大子町

3,177 464 8.6 8.7 756 美浦村

2,947 1,431 －4.1 －4.1 2,687 阿見町

2,791 230 1.8 2.6 258 河内町

3,443 724 －9.4 －8.0 946 八千代町

3,642 295 1.4 4.9 1,015 五霞町

3,123 756 －2.8 －1.2 1,120 境町

2,122 325 －3.5 －3.2 236 利根町

　　　　　

2,839 9,868 2.7 3.5 15,744 県北地域

3,106 21,925 －4.5 －3.6 33,023 県央地域

3,278 8,789 －6.4 －3.6 14,599 鹿行地域

3,146 31,662 －4.2 －3.5 45,241 県南地域

3,078 16,583 －1.9 －0.8 29,106 県西地域


